　有料老人ホーム開設に係る事務手続きの流れ　 
                                                             　 　　　　　　　　大分県福祉保健部 高齢者福祉課
	設　置　予　定　者（事業者）
	県
	市町村

	〔① 事前申出〕　　県要綱第３条
 ●県に対する事前申出
（※協議の状況により、事前協議書と同時に提出することも可能）
〔② 事前協議〕　　県要綱第５条
 ●県に対する事前協議
（※設置届の１か月前までを目標に事前協議書を提出すること）

            　　　
 〔③ 建築確認等の申請〕
・建築確認等      　県要綱第３条
〔④ 変更があった場合〕
            　　　　県要綱第５条
 ●県に対する変更届
 ※特定施設入所者生活介護
   の指定を希望する場合
           　　　 　県要綱第６条
 ※地域密着型    〃
　 の指定を希望する場合
            　　　　県要綱第６条
〔⑤ 取り下げる場合〕
            　　　　県要綱第７条
 ●県に対する取下げ
〔⑥ 設置届出〕     法第２９条
 ●県に対する設置届 細則第２５条
　　　　　　　　　　県要綱第８条
（※開始の１か月前までを目標に
設置届を提出すること）

〔⑦ 事業開始届〕　 県要綱第１０条
 ●県に対する事業開始届
（※開始後１か月経過以降を目標に開始届を提出すること）
	
	
	

	
	●県に設置計画事前申出書（様式１）を提出　→　　　　　　　　　設置予定地の
                          ○設置予定地の市町村に当該計画を通知　→  市町村
※事業者において県に申出書を提出した証明が必要な場合は、申出書の副本を提出して収受印　　の押印を請求し、県から押印後の副本の返却を受けてください。 

	
	
	
	

	
	●県に設置計画事前協議書（様式２）を提出　→
  　　　　　　　　　　　　※事前協議書の審査
          　　　事業者 　←  ○審査終了通知

	
	
	
	

	
	◇適合物件　　　　　●建築確認申請  →　県土木、市町村建築担当課
◇既存物件活用の場合は、用途変更手続き
                    ●所管する消防署の指導等　→

	
	
	
	

	
	●県に事前協議書変更届（様式３）を提出　→

	
	
	
	

	
	※別途、県に「指定協議」が必要　

	
	
	
	

	
	※別途、市町村に「指定協議」が必要           

	
	
	
	

	
	●県に設置計画取下げ書（様式４）を提出　→　

	
	
	
	

	
	●県に設置届（施行細則３７号様式）を提出　→　　
※「建築確認済証」の交付を受けた後、速やかに提出すること
              　 事業者   ←  ○設置届受理通知
　　　　　　　　　　　　　　　○各市町村に設置届受理の通知　→県内全市町村
※届出後、入居者募集の広告を行うこと〔県からの要請事項〕

	
	
	
	

	
	●県に事業開始届（様式５）を提出　→  ※事業開始後、速やかに提出すること       　　　　　　　　　　　　　　　（※速やか＝開始後１か月経過以降を目標に提出）

	
	
	
	


